
























②　売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度の売上原価は、売上高の減少に伴い、前連結会計年度の402億５千１百万円に対し

12.9％減少し350億４千４百万円となりました。

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度の110億２千４百万円に対し5.1％減少

し104億６千４百万円となりました。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、次のとおりであります。

　

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、適時・的確な情報開示や適正な行動メカニズムを構築・運営するとともに、株主価値を重視し
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　 前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５　引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

５　引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　　同左

EDINET提出書類

兼松エレクトロニクス株式会社(E03126)

有価証券報告書

73/97









(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 3,100

預金 　

当座預金 167,104

普通預金 15,203

定期預金 22,000,000

別段預金 6,552

小計 22,188,860

合計 22,191,960

　

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

トッパン・フォームズ㈱ 62,217

㈱リクルート 16,493

ソニーセミコンダクタ九州㈱ 16,112

富士機工㈱ 15,924

興銀リース㈱ 11,888

その他 42,498

合計 165,135

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成21年４月満期 47,218

　　　　５月 〃 65,759

　　　　６月 〃 41,310

　　　　７月 〃 10,845

合計 165,135
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成20年６月25日

兼松エレクトロニクス株式会社

取　締　役　会　御　中

あ ら た 監 査 法 人
 

　
指 定　社 員
業務執行社員

公認会計士　大　津　景　豊

　 　 　

　
指 定　社 員
業務執行社員

公認会計士　美　若　晃　伸

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る兼松エレクトロニクス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に
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